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輸入代行業務委託契約書 

 

 委託者（あなた）を甲、受託者株式会社 akua mana（ストックポイント部門）

を乙として、甲及び乙は、以下のとおり契約する。 

 

（輸入代行業務の委託） 

第１条 甲は乙に対し、甲から乙に対する預かり金の範囲内で、甲が指定する

商品を、甲が指定する中国国内の仕入れ先から甲が指定する価格で仕入

れ、甲の指定する納品場所に納品する業務（以下、「本件業務」という。）

を委託し、乙はこれを受託した。 

  ２ 本件契約書に基づく乙の本件業務の具体的な履行義務は、次条による

甲の具体的な発注によって発生する。 

  ３ 乙は、予め甲の承諾を得ることなく、本件業務の一部を第三者に再委

託又は請け負わせることができる。 

 

（甲の発注） 

第２条 甲は、乙が管理し、甲と共有する乙専用システム（以下、「アクアマナ  

システム」という。）内にて甲が発注を予定する商品の商品名、仕入先、

当該仕入先の URL、仕入れ価格等、乙が指定する事項を入力することに

よって、商品登録を行い、甲が発注する商品（以下、「本件商品」という。） 

の個数を入力し、且つ発送先、発送方法を指定し、発注ボタンをクリッ

クすることにより乙に対する発注を行う。 

 

（甲による預け金） 

第３条 甲は、乙に対し、乙が本件業務の履行を行うに際して必要となる費用

（仕入れ先に対する売買代金、国際輸送業者に対する輸送料金等の実費

の他、本件業務にかかる乙の対価を含む。以下、「本件業務必要経費」と

いう。）を予め、乙の下記口座に振り込む方法又は乙の PayPal のアカウ

ントに入金する方法により、乙に預ける。 

  なお、預け金には利息は付さないものとし、入金にかかわる手数料は

乙の負担とする。 

記 

     住信ＳＢＩネット銀行 法人第一支店 普通預金 

     口座番号 １４７２０４５ 

     口座名義 カ）アクアマナ 

  ２ 前項の預け金の金額は、甲が任意に設定することができるが、乙は、
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当該預け金の範囲内でのみ本件業務を行うものとし、甲が当該預け金の

範囲を超えて乙に対して前条の発注を行った場合、及び、本件業務の履

行中に当該預け金の残高が不足した場合には、乙は本件業務を行わず、

又は本件業務の履行を中止する。 

  ３ 第１項の預け金については、甲乙間においては、下記のレートによっ

て中国元に両替されたものとみなし、以後の甲乙間の預り金の計算にお

いては、下記レートによって中国元に換算された金額を用いるものとす

る。 

記 

第１項に基づく甲による預け金振込日又は入金日の翌々営業日におけ

る、中国銀行のホームページ（URL:http://www.boc.cn/sourcedb/whpj/）

の「円／元」の「窓口レート」（同ホームページの表中、「日元」の行と

「现钞买入价」の列が交差する位置）のレートを基準とし（以下、「基準

レート１」という。）、 

   ・～１００万円未満の部分 １元につき基準レート１ ＋１．０円 

   ・１００万円以上２００万円未満の部分 １元につき基準レート１ ＋

０．５円 

   ・２００万円以上の部分 基準レート１ ±０円 

 

（乙による本件業務の履行） 

第４条 乙は、アクアマナシステム内に入力された甲の発注内容に不備があっ

た場合には、速やかに甲に連絡し、その指示に基づき対応を甲と協議す

るものとする。 

２ 乙は、甲から前条の発注を受けた後、甲からの預かり金の範囲内で本

件業務必要経費をまかなえると判断した場合には、速やかに、甲の指定

に基づき発注等の手続きを行う。 

  ３ 乙は、甲からの発注内容に従って中国国内の仕入れ先から仕入れた商

品を、中国国内において検品する。但し、当該検品は，数量不足の有無、

外観目視による瑕疵の有無の確認のみとし、外観目視で判別できない瑕

疵については及ばない。 

  ４ 前項本文にかかわらず、甲から乙に対し、中国国内での検品を行う必

要がない旨の指示があった場合には、乙は、当該指示に従う。 

  ５ 乙は、第３項の検品時に数量の不足又は外観上の瑕疵を発見した場合

には、速やかに甲に連絡し、対応について甲と協議するものとする。 

  ６ 乙は、本件業務の一環として国際運送業者に対する国際輸送の委託の

代行を行うに際して、任意の輸送方法、輸送の時期及び国際運送業者を

http://www.boc.cn/sourcedb/whpj/
file:///C:/Users/kriak/AppData/Local/Temp/●●）の「円／元」の「窓口レート」（同ホームページの表中、「円／
file:///C:/Users/kriak/AppData/Local/Temp/●●）の「円／元」の「窓口レート」（同ホームページの表中、「円／
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選択することができ、甲は、乙に対して国際輸送の方法等を一任する。

但し、甲が乙に対し、国際輸送の方法、輸送の時期及び国際運送業者の

選択について特別の指示を行った場合には、乙は当該指示に従う。 

 

（輸入者としての責任） 

第５条 本件商品の輸入は甲の名前で行うものとし、第三者との対外的な関係

においても、甲乙間の内部的な関係においても、輸入者としての責任は

甲が負うものとする。 

 

（本件業務の履行と実費の支払い） 

第６条 乙は、本件業務の履行に際し、仕入れ先への売買代金の支払い、国際

運送業者に対する国際輸送料金の支払い等、実費を支払う必要が生じた

場合には、甲からの預かり金の中から支払う。 

 

（本件業務の対価の支払い） 

第７条 本件業務に関する乙の対価（手数料）は、①本件商品の仕入れ代金の

８％、及び、②国際運送業者に対する国際輸送の委託の代行にかかる手

数料とする。 

２ 本件業務に対する乙の対価（手数料）のうち、①本件商品の仕入れ代

金の８％は、乙が甲の指示に基づき、中国国内の仕入れ先に対する発注

を行った時点で発生するものとし、乙は、当該発注と同時に、第３条に

定める甲からの預かり金の中から、本件業務に対する乙の対価（手数料）

のうち①本件商品の仕入れ代金の８％を受領する。但し、甲が乙に対し、

当該手数料に対して事前に異議を述べた場合には、甲及び乙は、①本件

商品の仕入れ代金の８％を別途協議するものとする。 

  ３ 本件業務に対する乙の対価（手数料）のうち、②国際運送業者に対す

る国際輸送の委託の代行にかかる手数料については、乙が甲に対して通

知した金額とする。但し、甲が乙に対し、当該通知金額に対して速やか

に異議を述べた場合には、甲及び乙は、②国際運送業者に対する国際輸

送の委託の代行にかかる手数料の金額を別途協議するものとする。 

４ 本件業務に関する乙の対価（手数料）のうち、②国際運送業者に対す

る国際輸送の委託の代行にかかる手数料は、乙が国際運送業者に対する

国際輸送の委託の代行を行った時点で発生するものとし、乙は、当該委

託と同時に、第３条に定める甲からの預かり金の中から、本件業務に対

する乙の対価（手数料）のうち②国際運送業者に対する国際輸送の委託

の代行にかかる手数料を受領する。 
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（本件商品に関する保証） 

第８条 本件商品に何らかの瑕疵が存在した場合でも、乙は、当該瑕疵につい

て一切の責任を負わない。 

 

（本件業務の報告） 

第９条 乙は、本件業務の履行の状況及び本件業務必要経費の発生状況をアク

アマナシステム内に入力することにより、本件業務の履行の状況及び本

件業務必要経費の発生状況を甲に対して報告するものとする。 

２ 甲は、アクアマナシステム内の「入出金明細」ページを常時確認する

ことによって乙による本件業務の履行状況及び預かり金の精算状況を把

握するものとする。 

３ 甲は、乙による本件業務の履行状況及び預かり金の精算状況に疑義が

生じた場合には、速やかに乙に連絡しなければならない。 

 

（期間） 

第１０条 本契約の有効期間は、利用規約に同意し会員登録を行った日から３

ヶ月間とする。但し、期間満了の１ヶ月前までに当事者から契約を更新

しない旨の書面による意思表示がなされなかった場合には、本契約は同

内容で自動的に更新されるものとし、以後も同様とする。 

 

（解約） 

第１１条 甲及び乙は、前条の期間内であっても１ヶ月前に予告の上、本契約

を解除することができるものとする。この場合、相手方に生じた損害を

賠償することを要する。 

 

（解除） 

第１２条 甲又は乙が本契約上の義務に違反したときは、その相手方は通知催

告の上、本契約を解除することができる。 

  ２ 甲又は乙に、次に掲げる事由のいずれか一つにでも該当する事由が生

じたときは、その相手方は、なんらの催告なくして本契約を解除するこ

とができる。 

 （１） 破産、民事再生、会社更生等の申立を行い、若しくはそれらの申立

を受けたとき。 

 （２） 相手方以外の第三者に対する債務について支払いを停止したとき。 
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 （３） 自ら振り出した約束手形、為替手形、小切手について一回でも不渡

としたとき。 

 （４） その他相手方の信用を損なう事由が生じたとき。 

 

（反社会的勢力の排除） 

第１３条 甲及び乙は、それぞれ、相手方が反社会的勢力（暴力団、暴力団員、

暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、

暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力

集団、その他これらに準ずる者をいう。以下同じ）に該当し、又は、

反社会的勢力と以下の各号の一にでも該当する関係を有することが判

明した場合には、何らの催告を要せず、本契約を解除することができ

る。 

    （１）反社会的勢力が経営を支配していると認められるとき 

    （２）反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められるとき 

    （３）自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的をもってするなど、不当に反社会的勢力を利

用したと認められるとき 

    （４）反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するな

どの関与をしていると認められるとき 

    （５）その他役員等又は経営に実質的に関与している者が、反社会的

勢力と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

  ２  甲及び乙は、相手方が自ら又は第三者を利用して以下の各号の一に

でも該当する行為をした場合には、何らの催告を要せず、本契約を解

除することができる。 

    （１）暴力的な要求行為 

    （２）法的責任を超えた不当な要求行為 

    （３）取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

    （４）風説を流布し、偽計又は威力を用いて相手方の信用を毀損し、

又は相手方の業務を妨害する行為 

（５）その他前各号に準ずる行為 

３  甲又は乙が本条各項の規定により本契約を解除した場合には、解除

の相手方に損害が生じても解除を行った者はこれを賠償ないし補償す

ることは要せず、また、かかる解除により解除を行った者に損害が生

じたときは、解除の相手方はその損害を賠償するものとする。 

 

（契約終了の際の措置） 
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第１４条 本契約が終了したときは、乙は、直ちに、甲からの預り金の中から

本件業務必要経費の精算を行い、預り金の残額を甲に返還する。 

   ２ 前項の場合、乙は甲に対し、下記のレートにしたがって円に換算し

た金員を返還するものとする。 

記 

 本契約終了日の翌月末日における、中国銀行のホームページ

（URL:http://www.boc.cn/sourcedb/whpj/）の「円／元」の「窓口レート」

（同ホームページの表中、「日元」の行と「现钞卖出价」の列が交差する

位置）のレートを基準とし（以下、「基準レート２」という。）、 

・１元以上の部分１元につき基準レート２－２．５円 

 

 

（秘密保持義務） 

第１５条 甲及び乙は、本契約に関連して知り得た相手方の秘密情報（乙が甲

に紹介した仕入れ先に関する情報を含む。）を、相手方の事前の書面に

よる承諾なしに、第三者に開示、漏洩しないものとする。但し、次の

いずれかに該当することを証明できる情報については、この限りでは

ない。 

    （１）提供又は開示を受けた際、既に自己が保有していた情報 

    （２）提供又は開示を受けた際、既に公知となっている情報 

    （３）提供又は開示を受けた後、自己の責めによらず公知となった情

報 

    （４）正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負わずに適法に

取得した情報 

    （５）秘密情報によることなく独自に開発・取得した情報 

    （６）書面により既に相手方の同意を得た情報 

   ２ 甲及び乙は秘密情報を本契約の目的以外に使用してはならない。 

３ 前２項の規定は、本契約継続中はもとより、本契約終了後５年間、

有効に継続するものとする。但し、甲乙協議のうえ、この期間を延長

し、又は短縮することができる。 

 

（IDおよびパスワードの管理） 

第１６条 甲は「アクアマナシステム」を利用するために必要な IDおよびパス

ワードを善管注意義務をもって管理し、漏えい、滅失または棄損のな

いよう努めなければならない。 

 

http://www.boc.cn/sourcedb/whpj/
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（準拠法） 

第１７条 甲及び乙は、本契約に関連する甲乙間の法律関係については、日本

法を準拠法とすることに合意する。 

 

（管轄合意） 

第１８条 甲及び乙は、本契約に関連して紛争が生じた場合には、大阪地方裁

判所を第一審の専属合意管轄裁判所とすることを合意した。 

 

（信義誠実の原則） 

第１９条 その他、本契約に定めなき事項に関しては、甲及び乙が互いに信義

誠実の原則に則り、誠意をもって協議する。 

 


